


創業当時の大型トラック

昭和20年（1945）8月15日、日本は太平洋戦争に敗れ、連合
国最高司令官総司令部（GHQ）の統治下に置かれた。GHQは、
それまで日本政府が厳しく統制していた政治・経済体制を民主化
するため、次々に新しい政策を打ち出した。

通運業界も例外ではなく、様々な規制が撤廃されるとともに独
占的な地位にあった日本通運が民営化され、新たな事業者の参
入が促された。こうした中で、自動車産業が復興しつつあった愛
知県刈谷市では、新しい通運会社の誕生を望む機運が高まり、
25年（1950）12月、「刈谷通運株式会社」が設立された。そして、
翌年2月に業務を開始し、鉄道便を中心とする通運事業とトラック
輸送の2分野で地歩を固めていった。

刈谷通運の創業
昭和20年（1945）〜昭和31年（1956）
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創業前史

日本の通運業界は、太平洋戦争前から
軍国主義体制にあった国の主導により日本
通運がほぼ独占してきた。日本通運は、
昭和12年（1937）に半官半民の統制会社
として誕生以来、一つの駅における通運事
業は1社だけとする「1駅1店制」のもとで、
他社の参入を許さなかった。しかし、終戦と
ともに占領体制を敷いたGHQは、自由競争
の促進を目的とする過度経済力集中排除
法を22年（1947）に公布し、多くの産業分
野に改革をもたらした。

通運業界では、23年（1948）に制度が改
正され、①小口混載仕立人資格を日本通
運以外の事業者に開放②運輸省（現：国
土交通省）が制定した確定賃率の廃止③
混載貨物の制限緩和などが決まった。そし
て、 翌年6月に国営鉄道が独立採算制の
公共事業体（公社）として「国鉄」（現：JR）
に生まれ変わり、小口委託事務や小口扱
い集配作業などの鉄道請負業務も運輸省
に返還された。さらに、12月には「通運事業
法」が公布され、基準を満たせば、誰でも

通運事業に参入できるようになった。25年
（1950）には日本通運も民営化され、それま
で鉄道を利用した輸送は法律で「小運送」
と呼ばれていたが、この頃から「通運」とい
う言葉が一般的になった。

一方、戦争で壊滅的な打撃を受けた自
動車メーカー各社は、敗戦直後に相次いで
トラック生産を再開したものの、24年（1949）
にGHQが戦後の悪性インフレーションを抑え
るための超緊縮型金融政策「ドッジ・ライン」
を実施すると景気は一気に冷え込み、軒並
み経営危機に陥った。ところが、翌年6月に
韓国と北朝鮮が朝鮮半島の主権をめぐって
戦争をおこし、国連軍から軍用車をはじめ
大量の補給物資の注文が日本に舞い込
んだ。この「朝鮮特需」により自動車メーカー
だけでなく日本経済全体が息を吹き返した。

刈谷通運の設立

昭和25年（1950）4月、愛知県西三河地
区の西端に県下11番目の市として刈谷市
が誕生した。当時、この地区ではトヨタ系の
自動車部品メーカーが続々と誕生あるいは

再興したことを背景に、国鉄東海道本線
「刈谷駅」で扱う貨物量が増加し、2月に施
行された通運事業法も追い風となって日本
通運以外にも鉄道貨物を扱う通運事業者
の誕生を望む声が強くなっていた。

このような気運を受け、刈谷駅の通運事
業に新規参入すべく、地元の大手運送会
社である大興運輸を母体にトヨタ系メーカー
などが共同出資し、新たに会社を設立する
ことになった。 大興運輸はトラック輸送が主
体で、鉄道貨物とは業務が異なり「別会社
を設立した方がよかろう」との考えからだった。

こうして10月26日、刈谷駅の通運事業経
営免許と一般貸切貨物自動車運送事業
免許を取得し、 12月13日、 新会社が設立登
記された。「刈谷通運株式会社」（以下「当
社」と記す）の誕生である。資本金は300万
円、 初代社長には大興運輸社長の藤井
清七〈明治38年（1905）刈谷市小山町生
誕〉が就任。本社を現在のJR・名鉄刈谷駅
の北西部にあたる刈谷市花捨山36番地

（現：桜町1-54）におき、26年（1951）2月から
通運事業を開始した。

通運業界の歴史的な転換期とあって新

規参入する事業者は急増し、21年（1946）
には全国で274だったのが、当社が設立さ
れた26年（1951）には750事業者に達して
いた。

創業時の社員はわずか7名だった。
いずれも輸送業務の経験は豊富だが、
通運事業法に定められた鉄道貨物の取り
扱いや事務手続きなどの経験者は専務の
平野寛一ひとりだった。そのため、有力企
業である豊田自動織機製作所（現：豊田自
動織機）から日本通運に働きかけ、通運業

通運業界に新しい息吹を

昭和25年当時の国鉄刈谷駅初代社長 藤井清七当時の輸送の主役は荷車だった
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初代役員
	 社　長	 藤井　清七（非常勤）
	 	 	大興運輸社長

	 専　務	 平野　寛一（常　勤）
	 	 	元大興運輸専務

	 取締役	 金原栄一郎（非常勤）
	 	 	豊田自動織機製作所倉庫部長

	 	 	神谷　　勝（非常勤）
	 	 	三栄組（現：サンエイ）社長

	 	 	妹尾　　爾（非常勤）
	 	 	愛知製鋼刈谷工場長

	 	 	平野　鎮雄（非常勤）
	 	 	刈谷工機（現：ジェイテクト）業務部輸出課長

	 監査役	 中野　順平（非常勤）
	 	 	日本陶管営業部長

	 	 	細川　寿夫（非常勤）
	 	 	刈谷車体（現：トヨタ車体）総務部長
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が豊田自動織機製作所本社工場の製品出
庫部門に出向き、製品の梱包作業を担当
した。これは今日の“物流加工”の先駆けで、
後に社員が客先に常駐するまでになった。

また、 愛知工業（現：アイシン精機）の
ミシン、 二輪車メーカーのトヨモータース工
業（昭和33年倒産）のエンジン輸送も手が
けた。

このほか知多半島から送られてくる
“煮干”を全国各地向けに仕分けて刈谷駅
へ搬送する仕事も重要だった。知多半島
はイワシ・イカナゴ・エビなど煮干の一大産
地で、多い日には煮干を山積みした2トン積
み三輪トラックが20台も当社に到着し、
社内は煮干の戦場と化した。この煮干輸
送は35年（1960）頃まで続く。

一方、国産乗用車の自力開発を決意
したトヨタ自動車工業（現：トヨタ自動車）は

『トヨペット・クラウン』の開発に着手し、28年
（1953）3月、挙母（ころも）工場（現：トヨタ本
社工場）に新型エンジンの生産設備を完
成させ、 4月には豊田自動織機製作所が
S型エンジンの生産を開始した。 これら
を背景に、トヨタグループ各社から自動車関

連部品の輸送が次第に増加し、特に日本
電装の仕事が急増した。この頃、日本電装
は、 カーヒーター、 カークーラー（当時はタク
シー用）、燃料噴射ポンプ、 スパークプラグ
などを次々に開発し、製造品目を一挙に拡
大していた。 中でも29年（1954）秋に開発し
たカーヒーターが大きな反響を呼び、 増産
体制に入ったのである。

この年、運送業界では日本トラック協会
（現：全日本トラック協会）が社団法人とし
て新発足し、新鋭のディーゼルトラックや
フォークリフトなど荷役機械が登場した。
また、第1回全日本自動車ショー（東京）が
開催されたが、日本は朝鮮特需の反動によ
る深刻な不況に陥っていた。

貨車の小口混載を開始

当社は、昭和30年（1955）、 貨車の「小
口混載」を開始した。国鉄の小口貨物には

「小口扱い」と「小口混載」がある。「小口扱
い」は、 各駅停車の貨物列車に複数の通
運事業者の貨物を積み降ろしながら輸送
するため、時間がかかり運賃も割高だった。

務に精通する中堅社員を招聘することに
した。それが当時25歳の竹本千里（後に
第5代社長）である。

竹本は通運業務では素人集団である
当社に、業務開始後まもなく入社し、実務
のリーダーとして現場を牽引した。 そして、
26年（1951）8月27日、東海道本線安城駅
の通運事業経営免許を取得し、駅近くに
初の営業所となる安城営業所（碧海郡安
城町）を開設した。

この年9月、日本は連合国48カ国とサンフ
ランシスコで講和条約を結び、27年（1952）
4月の条約発効に伴い、独立国としての主
権を回復する。

当時の事業内容

当時の運送では、長距離輸送の主役は
鉄道が担い、中・短距離も大手事業者以
外はトラックを保有することは困難で、牛
車・馬車、リヤカーや荷車、自転車などで
荷物を運んだ。当社では大興運輸から2台
の4トントラック（当時は大型）を譲り受け
たが、ガソリン車ではなく薪を燃やしたガス

でエンジンを駆動する“代燃車”だった。
しかも大型車とはいえボデー長が3.5mし
かなく、使い勝手は悪かった。そのため、運
送の主役はもっぱらリヤカーと自転車で、
荷物が多い時は牛車を保有する地元事業
者から借り受けて対応した。

主な業務は、豊田自動織機製作所・民
成紡績（現：トヨタ紡織）・愛知製鋼・日本陶
管・日本電装（現：デンソー）などの製品をは
じめ、刈谷地区から集まる小口貨物を鉄道
便で全国へ発送することだった。

中でも昭和25年（1950）にGHQ指令「臨時
繊維機械設備制限規則」が撤廃されると、
綿紡績業界が一斉に設備の拡張に動き、
日本最大の織機メーカーだった豊田自動織
機製作所に注文が殺到した。 そのため製
品出荷が活況を呈し、専用線を発着する
列車が多い日には50車両を数え、主に作
業を担当する三栄組（現：サンエイ）とともに
当社も30名ほどが夜遅くまで作業に没頭した。

こうした中で、当社は28年（1953）7月、
資本金を600万円に倍額増資して企業基
盤を厚くし、トヨタグループからの信頼を高
める。そして、29年（1954）には社員十数名

本社事務所前で自動車専用タイヤを付けたリヤカー国鉄貨物事務室前 昭和29年 当社大型トラック
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トラック輸送へ本格進出

昭和30年（1955）、 当社は就業規則を制
定し、 労働環境の整備に着手した。 日本
経済は戦後の復興を終え、 造船ブームなど
に支えられた好調な輸出、 物価の安定、
金融緩和などにより企業の収益が上昇して
設備投資が急増し、世の中は神武天皇が
即位した年以来、例のみない好況といわれ
る“神武景気”（30〜32年前半）に沸いた。

政府は31年（1956）の経済白書で「日本は、
もはや戦後ではない」と高らかに宣言し、
物資の輸送が活発化する中で日本道路公
団が設立された。また、この年は自動車業
界が反対する中で、 軽油引取税（1キロリッ
トル当たり6,000円）が創設され、 道路交通
法の改正により自動車免許証が第1種と第
2種に区分された。 さらに、 翌年には国土
開発縦貫自動車道建設法・高速自動車国
道法が制定され、本格的な道路整備事業
が始まり、 輸送手段は鉄道から次第にトラッ
クが重要な担い手になりつつあった。

このような状況にあって、 当社はトラック
輸送事業の将来性は高いと判断し、 31年

（1956）8月、 一般区域貨物自動車運送事
業免許を取得し、 ただちに営業を開始した。

一方、 日本のトラック生産は戦後復興を
経て軌道に乗りつつあり、四輪車だけで30
年（1955）の4万3,850台から34年（1959）に
は17万7,840台と4倍以上となり、バスや三
輪トラックを加えた統計では、30年（1955）
の15万6,830台が、34年（1959）には42万
850台と3倍近くに増加している。 必然的に
自動車メーカーの設備投資は急増し、 トヨタ自
動車工業は31年（1956）から34年（1959）
の4年間で170億円超の巨額の設備投資
を実施した。

さらに、主に臨海地域に立地する重工
業の成長が著しく、こうした産業立地の広
域化が、 鉄道輸送に比べて小回りの利くト
ラック輸送の進展を促した。 輸送距離も
従来50〜100km程度だったのが、 200〜
300kmへと長距離化し、 トラック輸送は鉄
道貨物の強力なライバルに成長しようとして
いた。 これに伴い、 大手私鉄資本が路線ト
ラック部門に次々と進出するなど各地で多
数の運送会社が勃興した。

これに対して「小口混載」は、通運事業者
が国鉄と契約して貨車を1車両単位で借り
受け、 複数の顧客から集めた荷物を行き
先別にまとめて運ぶ方式で、運賃が割安な
うえに到着時間が正確に把握でき、 到着駅
での仕分け作業が不要で、 積み降ろし
に伴う荷物の損傷リスクも軽減できた。

当社の創業時は小口扱いで荷物を送っ
ていたが、 次第に扱い量が増加したため
合理的な小口混載方式に移行した。

最初は刈谷駅から汐留駅（東京）・梅田
駅（大阪）向けの混載貨車を仕立て、 事業
の拡大とともに小倉・岡山・広島・仙台・

新潟・札幌・室蘭・函館と、 混載貨車の行
き先は全国に広がった。 荷物は、 自動車の
補給部品、 愛知工業の家庭用品、 日本電
装の東洋工業（現：マツダ）向け自動車部
品などで、 東京・大阪は翌日に、 それ以外
は翌々日に到着し、駅からは当社と提携す
る地元運送会社が顧客に配送した。

当時、 トラックの長距離路線が台頭しつ
つあったが、運賃が高く、振動による荷物損
傷を防ぐ頑丈な梱包が必要なため、当社は
鉄道の小口混載の拡張に全力を注いだ。

創業時の事務所は、 民家を少々改造したも
のだった。 タイムカードは壁に掛けた木札で、
片面にそれぞれ黒色・赤色の印が付けてあり、
出勤すると黒を表にして退社時には裏返して
赤にする。 兼業農家の社員が多く、 繁農期に
は「農作業休み」が設けられ、 休み明けには社
員がボタ餅を持ってきたり、 平野寛一専務（当

時）がバナナを差し入れするなどした。
地元の祭りの時期には寿司を作ったり、正
月に会社に集まって皆で出かけ、 春・秋にはバ
スを仕立て慰安旅行を行った。 創立直後は賞
与らしい賞与も支給できず、 株券で充当され
たこともあった。 仕事は忙しかったが、 社内は
家族的なムードに満ちていた。

木札のタイムカードと農作業休み

 トラック輸送量の推移 

当時の営業案内、運賃などが記入された創業時の女子社員

コラム
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